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〈決算の概要〉
【連結損益の概要（連結）】

営 業 収 益：１兆４００２億円（前期比＋４，６５１億円 ４９．７％増）

運輸収入（単体）：１兆６９９億円（前期比＋４，１２７億円 ６２．８％増）

営 業 費：１兆２５７億円（前期比＋９２３億円 ９．９％増）

営 業 利 益：３，７４５億円（前期比＋３，７２７億円）

営業外損益：△６７０億円（前期比＋１９億円）

経 常 利 益：３，０７４億円（前期比＋３，７４７億円）

当期純利益：２，１９４億円（前期比＋２，７１３億円）
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リニア建設費の資金調達計画は甘い！
本部は４月２７日、「令和４年度期末決算」の経営懇談会を開催しました。

会社は決算について、「新型コロナウイルス感染症の影響はあったものの、

東海道新幹線・在来線ともにご利用が増加したことなどから、連結営業収益は

前年に比べ増加し、増収増益の決算」また、次期の業績予想について「旅客需

要の拡大と経営体力の再強化、業務改革によるコスト削減をするとともに、収

益拡大に注力する」と説明しました。

本部は、リニア建設費についての資金調達の不透明さや甘さについて指摘し

ました。会社は、「資金調達については健全経営と安定配当をしながら行って

いく」と主張し、明確な回答を示しませんでした。改めてリニア建設工事の中

止を主張しました。

また、改正地域公共交通活性化再生法の成立を受けて、本部は「ＪＲ東海で

も再構築協議会を活用するのか」と質問したところ、会社は「考えていない」

と回答しました。
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【キャッシュ・フローの状況】

営業活動によるキャッシュアウト ＋４，８６７億円（前期比＋4,149億円）

投資活動によるキャッシュアウト △１，７５０億円（前期比△219億円）

財務活動によるキャッシュイン △２，６２６億円（前期比△2,014億円）

現金及び現金同等物期末残高 ７，１０５億円（前期比＋910億円）

【長期債務の概要】

長期債務の当期末残高は、４兆９，498億円。このうち中央新幹線建設長期借

入金を除いたその他の長期債務残高は、前期末から８1億円増加して１兆９，

４９８億円。

【次期の業績予想（連結）】

次期の業績予想については、最近の輸送動向等を踏まえ、社会活動が一層活性

化し、引き続きご利用は回復していくと想定して、以下の通り算出した。

営 業 収 益：１兆５，６６０円（当期比＋１，６５７億円、１１．８％増）

運輸収入（単体）：１兆２，２２０億円（当期比＋1,520億円、１４．２％増）

営 業 利 益：４，３００億円（当期比＋５５４億円１４．８％増）

経 常 利 益：３，５７０億円（当期比＋４９５億円１６．１％増）

当期純利益：２，５００億円（当期比＋３０５億円１３．９％増）

【配当（当社）】

当期の期末配当については、昨年４月に公表した配当予想１株当たり６５円を

５円増額して７０円とする。次期の配当予想についても、中間・期末ともに１

株当たり７０円とする。

〈質問事項〉
１．営業収益、 営業利益、経常利益、純利益は業績予想を上回っている。こ

の理由を具体的に明らかにすること。

〈回答〉

運輸収入が予想よりも多かったことが要因と考える。具体的に令和４年度

をどう予想していたかと言えば、運輸収入は2018年度比で72.5%としていた

が、結果として76.6%だったので、そこが１番大きい要因となる。

あとはコスト削減を年間通じて実施してきたことにより、費用を抑えるこ

とができた。従って業績予想を上回る結果となった。

２．決算公表にあたり会社は、「業務委改革」と新しい発想による「収益の拡

大」の取組みを本格化する、としている。新しい発想による収益の拡大施策
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の具体例を明らかにすること。

〈回答〉

昨年10月に「業務改革」を発表し、半年が経過したが仕込みをしなければ

ならない部分もあり、何ができているのかと言えば、具体的には昨年12月か

ら始めた貸し切り車両の開始がある。また、車内のビジネス環境整備を進め

ている。Ｓワーク車両の利用促進、ビジネスブースの試験導入、駅の待合室

改良、Ｓワーク車両の中でＳワークＰＣの10席設けた。ビジネスブースの試

行期間を経て、ビジネスブースをＮ700S全編成に設置を着手する動きがあっ

た。

３． 輸送量の推移について、４月２５日時点で新幹線東京口合計が２０１８

年度比８６％（のぞみ８７％、こだま）８１％、平日８２％、土休日９４％）、

在来線特急等８７％などとなっている。この数字についての会社の評価を明

らかにすること。

〈回答〉

輸送量の４月25日時点の評価については観光が好調である。ビジネスは改

善はしているものの、観光が先行し強く回復している。会社として回復傾向

が続いていくことを期待している。ＧＷについても2018年度並の数値になっ

ている。

４．経営体力の再強化は中途段階であり、ＪＲ東海労はリニア中央新幹線建設

反対の立場を変えるものではないが、経営状況を鑑みて建設はいったん立ち

止まるべきと考える。会社の見解を明らかにすること。

〈回答〉

中央新幹線の実現は当社の使命である。経営環境を見つつ、健全経営を維

持、安定配当を堅持しながら、不測の事態については工事のペースを調整し

ながら工事を工夫しながら完遂を目指していく。

５．赤字が続くローカル鉄道の立て直しを目指す、改正地域公共交通活性化再

生法が成立した。沿線自治体や鉄道事業者からの要請で国土交通相が「再構

築協議会」を設置できる制度をつくり、国主導で利害調整を進めて再編協議

を進めやすくするとされている。この法律に対する評価と会社として現時点

で、この再構築協議会を活用する可能性はあるか、明らかにすること。

〈回答〉

改正地域公共交通活性化再生法の成立は認識している。この法律ができた

ことは鉄道事業者としてはありがたい法律であると受け止めている。直ちに

この法律を使う考えはない。バス転換にする予定はない。再構築協議会を要

請する考えはない。
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〈主なやり取り〉
組合：次期の業績予想で営業利益が4,300億円と予想しているが、リニアの設

備投資が3,400億円で財政投融資が1.58兆円が残っているが、あと５年く

らいは工事ができる考えでいいか。リニア工事は営業利益に影響はしない

のか。

会社：毎年3,400億円づつ工事に投資とはならないが、残りの財政投融資を充

当していく考えである。

組合：新幹線の大規模改修の引当金がなくなったと言ったが、まだまだ新幹線

大規模改修は続けて行くのか。

会社：そうである。

組合：充分な引当金を積み上げていなかったのか。

会社：引当金と実際の工事は必ず一致するものではない。2013年取り崩した。

今350億円を引き当てている。

組合：引当金がなくなったので営業費用が増大する。

会社：引当金はプラス部分だったが、プラスがなくなるだけである。

組合：リニアについて令和４年度の実績と見込みにズレがある。見込みが3,70

0億円くらいで、実績が2,800億円くらいだったと思ったが、ズレた理由は

何か。

会社：令和４年度の見込み計画3,750億円で、実績は2,300億円となっていて乖

離の理由は、岐阜県駅・長野県駅など新たな工事に着手した。アルプス長

野工区では本格掘削を開始した。一方でシールドトンネルにおいて北品川

調査掘削の再開、愛知県坂下西工区の調査掘削準備作業に時間を要してい

る。あと、山岳トンネルの事故により、一部工事の中断があったことがあ

げられる。地元の住民の方に丁寧に説明を行ったこともあって、計画通り

に工事が進捗しなかった。土地取得も進まなかったこともあるため実績が

下回った。

組合：進まなかった部分は他にもあるのか。

会社：契約ペースで９割まできている。土地取得について上手くいきそうな所

と上手くいかず引き続き交渉する所もある。

組合：計画額を超える場合もあり得ることか。

会社：大きく超えることはない。しかし、計画なので上手くいくかは分からな

い。

組合：中村副社長は「2027年の開業は困難である」と言ったが、2030年まで開

業がズレ込む予想などで、投資額が変動するのではないか。

会社：土木工事はペースを緩めることなく進んでいる。その一方で静岡の南ア

ルプストンネル工事が着手できていないので、2027年の開業は難しい状況

である。契約している工事はペースを緩めることなく進めている。

組合：静岡工区は着手できていない。それ以外の工区についても遅れている認
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識でいいか。

会社：今年度やろうとしたことができていない状況もある。

組合：そのことが遅れていると言う状況ではないのか。

会社：例えばシールドの調査掘削は動き出すと、工事計画が急速に進んでいく

こととなる。金額だけで遅れている遅れていないと言えるものではない。

全体の工期で影響するのは、一番は静岡工区である。その部分が目処が立

たないと開業の時期は見通せない。他の工区で静岡工区を超えて遅れてい

る工区はない。

組合：それでも他の工区でも遅れている。

会社：何に対しての遅れなのか。今年度での計画が遅れている部分は確かにあ

る。来年の計画より早く進むこともある。点で見れば遅れていることもあ

る。開業までの長いスパンで見て欲しい。

組合：例えば神奈川県の車両基地建設はどうなっているのか。

会社：2027年完成で工事を進めている。

組合：品川～名古屋間の建設費7.04兆円を計画しているが、つぎ込んだ額が1,

5兆円で、残り5,5兆円かかる計算であり、財政投融資がなくなった場合、

その先の資金調達はどのように考えているのか。

会社：適正な方法で資金調達していく考えである。社債や新たに借り入れなど

で安定的に資金調達をしていく。

組合：利益剰余金（内部留保）が3,5兆円程あるが、それを取り崩す考えはあ

るのか。

会社：会計上、お金とは違う。お金に換金して取り崩す考えはない。今年度は

7,100億円はある。

組合：利益剰余金の中に証券など現金化して取り崩すことは考えていないの

か。

会社：そのような計画はない。

組合：2046年から財政投融資３兆円の返済が始まる。単純に年3,000億円の返

済がある。かなりの赤字が予想される。

会社：その時その時の経営を考えていくこととなる。健全経営を行っていく。

組合：組合が危惧するのは、利益を出すために社員の労働条件の低下や生活が

影響しないか考える。ましてや今春闘で物価高騰しているにも関わらず、

1,000円のベアしか出さない会社である。

組合：若い社員が離職してしまう。他企業の春闘の賃上げ理由に離職を防ぐた

めに賃上げを実施したとある。会社を見た場合、たった1,000円では若い

社員の離職に歯止めがかからない。

組合：今年度の業務改革で100億円効果を上げた認識である。

会社：令和４年度の内訳は人件費が30億円、物件費が70億円である。

組合：人件費30億円も減っているのか。

会社：社員の自然減でそのようになる。仕事の要員の計算で出ている。
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組合：物件費の抑制は何か。

会社：広告を抑制したのが要因である。業務改革で言えば設備の取替周期延伸

や検査修繕方法の見直しがある。

組合：今年度の100億円効果だったが、800億円の経費削減計画との関係はどう

か。

会社：積み重ねいくものであり、100億円に満たない年度もあり、超える年度

もあるかもしれない。とにかく多大な効果を目指していくものである。

組合：安全を最優先とし、効果を生むために安全を疎かにしないこと。

以 上

＊会社資料は次ページに掲載
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